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#12-05 

【１月２８日～２月３日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２４年２月７日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼ティモシェンコ前首相に関する動き 

・３０日、プションカ検事総長は、外務省、保健省、国家刑務所

管理庁関係者と会談、ティモシェンコ前首相の国際医療支援

チーム編成につき協議。同日、外務省は、同チームをドイツ

より２名、カナダより３名、赤十字国際委員会より３名をメンバ

ーとして構成する予定である旨発表。 

・２日、「バチキフシナ」党は、ティモシェンコ前首相が問われ

ている刑法第３６５条に政治判断による免責を導入し、同首相

を解放することを目的とした刑事訴訟法改正案を１月３１日に

最高会議に提出した旨発表。 

・３日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ミュンヘン安全保障会議に

おいて、ウクライナ国内では政府も野党も欧州統合の方針に

相違はないとし、欧州統合への唯一の障害はティモシェンコ

前首相に関する問題である旨発言。 

▼大統領の動き 

・３１日、ヤヌコーヴィチ大統領は、キロヴォグラード州を訪問、

URGA航空整備工場及び同州周産期母子医療センターを視

察。 

・３１日、ヤヌコーヴィチ大統領は、１月２６日に採択された欧

州評議会議員会議（PACE）決議に関し、ウクライナは欧州基

準の人権を保護する法整備を進めており、同決議で示された

問題は２０１２年内に解決する意向である旨発言。 

・１日、リョーヴォチキン大統領府長官は、ヤヌコーヴィチ大統

領が、１月２６日に採択された欧州評議会議員会議（PACE）

決議で示された問題を解決するための作業部会を発足させ

た旨発表。 

・３日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ロキツキー国家保安庁第一

副長官を同代行から解任する大統領令、及び、カリーニン国

家安全局長を新たに国家保安庁長官に任命する大統領令を

発出。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・３０日、国家統計局は、２０１１年の実質 GDP 成長率を５．

２％（２０１０年は４．２％）、２０１１年第４四半期の成長率を４．

６％（第３四半期は６．６％）、２０１１年のＧＤＰを１兆３，１４０

億フリヴニャ（約１３．１兆円）（２０１０年は１兆９５０億フリヴニ

ャ（約１１兆円））と報告。 

・３１日、アザーロフ首相は、２０１２年については、インフレ

を抑制するとともに、GDP成長率５．０％を達成したい旨（２０

１１年１２月の同首相による GDP 成長率の公式見通しは３．

９％）発言。 

▼金融・財政 

・３０日、財務省は、２０１１年における国家予算の赤字額を

対前年比２．７分の１の２３６億フリヴニャ（約２，３６０億円）、

に減少、歳入は対前年比３０．７％増の３，１４６億フリヴニャ

（約３．１兆円）と報告。 

・２日、グレフ露貯蓄銀行（Sberbank）総裁は、IMF がスタンド

バイ合意の下でのウクライナへの拡張融資を拒絶する場合

には同銀行が融資を行う用意がある旨発言。 

▼ガス問題 

・３１日、エッティンガー・エネルギー担当欧州委員は、ウク

ライナ・ロシア間のガス価格交渉仲介の用意がある旨発言。 

・１日、ボイコ・エネルギー石炭産業相は、寒波により増加し

ているガス需要は地下貯蔵庫から補填し、２０１２年のロシア

からの輸入予定量２７０億立方メートルに変更はない旨、ま

た、ロシアとのガス価格交渉へ EU の関与を期待する旨発

言。 

▼その他 

・３１日、閣僚会議は、ウクライナの学校へのコンピューター

機器（８，０００万元、約９．６億円）の提供に関する中国政府

との協定への署名を承認。 

・１日、投資・国家プロジェクト管理庁は、キエフ市とボリスポ

リ国際空港を結ぶエアーエクスプレスの建設が遅れており、

早くても春の開始になる旨報告。中国側はいくつかの懸念

点があり、また、融資の歳出源がまだ利用できないことから、

技術的契約への署名に至っていない状況。 

３．外政 

▼フィラト・モルドバ首相のウクライナ訪問 

・２日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナを訪問中のフィラ

ト・モルドバ首相、ラザル・モルドバ副首相兼経済相と会談し、

政治、経済分野における両国間の対話を強化する旨発言。 

・２日、アザーロフ首相は、フィラト・モルドバ首相と会談し、

両国間の貿易額は増加しており、今後もその傾向が期待で

きる旨発言、エネルギー問題では、ウクライナの電力のモル

ドバへの供給量を増加させたい意向を表明。 

・３日、リトヴィン最高会議議長は、ウクライナを訪問中のフィ

ラト・モルドバ首相と会談し、対等で安定した両国関係を高く

評価し、協力関係の更なる強化の必要性を確認。また、同議

長は、CIS枠内のFTAの加盟国同時批准の必要性を強調し、

両者は、沿ドニエストル問題解決に関しても協議。 

４．防衛 

▼２０１２－２０１７軍装備品取得計画 

・３１日、アルツェンコ国防省武器・軍装備品開発・調達部長は、
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２０１２-２０１７の軍装備品取得計画がまもなく承認される旨発

表。 

・計画によると、２０１７年までの開発経費は推計１６７億９，００

０万グリブナであり、２０１２年にＭｉ－２４ヘリコプターの近代

化、２０１４年にＡｎ－７０輸送機の配備、２０１６年に新コルベッ

ト艦の配備を予定。 

▼２～３日、エジェリ国防相のブリュッセル訪問 

・２日、エジェリ国防相は、ＮＡＴＯ国防相会合出席のためブリ

ュッセルを訪問。 

・２日、ドルホフ駐ＮＡＴＯウクライナ大使は、２０１３年にウクラ

イナがＮＡＴＯ海賊対処活動に参加予定である旨発言。 

▼その他 

・２８日、アレクセイエフ国家宇宙庁長官は、２０１７年に新ウク

ライナ戦術ミサイルシステムを軍に導入予定であり、航空宇宙

及び防衛産業に関わる約７０社が参加し９９％がウクライナで

製造される旨発表。 

（了） 


